





































1 令和元年（2019 年）6 月 6 日（※ 脚注に示した各 URL の最終確認日は全て同日である。）に
おける国立国会図書館の「日本法令索引」に収録されている「現行法令」は平成 31 年（2019

















 昭和 14 年（1939 年）12 月: 著作権ニ関スル仲介業務ニ関スル法律の施行
楽団や放送局に対して，数々の音楽に関する著作権使用料の請求や著作権侵害の訴訟を行っ





 昭和 39 年（1964 年）9 月: アメリカで普通紙に複写可能な複写機の発売




 昭和 51 年（1976 年）9 月: 著作権審議会第 4 小委員会（複写複製関係）報告書3





3 著作権情報センターの web サイトから内容を確認できる。 
 http://www.cric.or.jp/db/report/s51_9/s51_9_main.html 
2　　　?????と???
この「著作権審議会第 4 小委員会（複写複製関係）報告書」には昭和 50 年（1975 年）にお
ける普通紙に複製可能な静電式複写機器の販売台数は約 30 万台とあるが，ビジネス機械・情
報システム産業協会の統計4によれば，平成 30 年（2018 年）の販売台数は，モノクロが約 7.5
万台，カラーが約 45 万台で，単純に比較はできないにしても，昭和 50 年（1975 年）の 30 万
台は決して少なくない台数と言って差し支えないと思われる。











 昭和 59 年（1984 年）4 月: 著作権の集中的処理に関する調査研究協力者会議報告書～複写問
題～5
昭和 51 年（1976 年）の「著作権審議会第 4 小委員会（複写複製関係）報告書」で指摘のあ
った学術関係の著作権処理に関してのみならず，著作権処理すべき著作物の種類といったこと




 昭和 62 年（1987 年）1 月: 有線送信権（後の公衆送信権）の創設
著作権法は比較的頻繁に改正されるが，昭和 62 年（1987 年）1 月施行の改正でデータベー
スを著作権法で保護すると同時に，後の公衆送信権へとつながる有線送信権が創設されている。
図書館で複製した文献を電話回線やコンピュータ回線で送信することは公衆送信にあたると解
釈されており，図書館業務に大きく影響した改正の 1 つである。 
 昭和 62 年（1987 年）3 月: 著作権の集中処理機構設立準備委員会（現: 日本複製権センター）
の設立
4 https://www.jbmia.or.jp/statistical_data/download.php?id=137 
5 著作権情報センターの web サイトから内容を確認できる。 
 http://www.cric.or.jp/db/report/s59_4/s59_4_main.html 
?????と???　　　3









 平成元年（1989 年）2 月: 学協会著作権協議会（現: 学術著作権協会）の設立
設立当時の名称のとおり，大学図書館に関係の深い学協会に係る著作物を中心に著作権が委
託されている。
 平成 13 年（2001 年）1 月: 日本著作出版権管理システム（現: 出版者著作権管理機構）の設立
設立に自然科学書協会と日本医書出版協会とが大きく関わっており，大学図書館に関係のあ
る学術系出版社の著作物の著作権が委託されている。










6 日本複写権センター設立の前後から平成 15 年（2003 年）1 月の「大学図書館における文献複
写に関する実務要項」の策定の前後までの状況については「土屋俊. 現代の大学図書館と著作
権. 東海地区大学図書館協議会誌 2003, no. 48, p. 2-15」に概略の記述がある。 
 http://opac.ll.chiba-u.jp/da/curator/103415/02872102_48_2.pdf 
7 平成 14 年 2 月に [第 1 版] を作成して以降，随時改訂し，現在の版は第 9 版である。 


















 平成 13 年（2001 年）12 月: [ビデオ上映に関する] 合意事項9 

















「図書館等における著作物等の利用に関する当事者協議」は，平成 12 年（2000 年）10 月か
ら始まった文化庁著作権審議会マルチメディア小委員会の下に置かれた「図書館における著作
                                                  





物等の利用に関するワーキング・グループ」に遡ることができるが，この平成 14 年（2002 年）
11 月以降，文化庁主導ではなく自主的な協議の場へと移行した。 
なお，後述するが，平成 25 年（2013 年）12 月から「図書館における著作物の利用に関する
当事者協会」は休止状態にある。











るまで」または「発行から 3 か月経過するまで」のいずれか短い方としている。 








には著作権者の許諾が必要であることから，平成 16 年（2004 年）3 月に日本著作出版権管理
システム（当時）および学術著作権協会と国公私立大学図書館協力委員会との間で契約を交わ
し，その実運用のために策定したものである。
なお，同年 7 月に日本複写権センター（当時）とも契約を交わしたが，諸般の事情により 1
年で終了している。また，学術著作権協会との契約も諸般の事情により 1 年で終了し，翌年か








 平成 18 年（2006 年）1 月: 複製物の写り込みに関するガイドライン12および図書館間協力にお
ける現物貸借で借り受けた図書の複製に関するガイドライン13の策定 





















大学図書館協力委員会を含む 3 つの図書館団体の名義で策定している。 
 
 平成 21 年（2009 年）10 月: 出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書


















 平成 22 年（2010 年）2 月: 図書館の障害者サービスにおける著作権法第 37 条第 3 項に基づく
著作物の複製に関するガイドライン14の策定 
平成 22 年（2010 年）1 月施行の著作権法改正の前から，著作物の点字化については著作権
者の許諾がなくても行えていたが，著作権者の許諾なく録音図書の作成できるのは限られた施
設でのみで，その施設に一般の大学図書館は含まれていなかった。 











権法第 37 条第 3 項に基づく著作物の複製に関するガイドライン」で，これに伴い，「障害者用
音訳資料利用ガイドライン」は廃止されている。 
なお，「図書館の障害者サービスにおける著作権法第 37 条第 3 項に基づく著作物の複製に関
するガイドライン」の基礎となる著作権法第 37 条第 3 項が平成 31 年（2019 年）1 月に改正
されており，これに対応した修正が検討されている16。 
 
 平成 25 年（2013 年）12 月: 図書館における著作物の利用に関する当事者協議会の休止 
休止に至る前の数年間，議論が硬直化していたこともあり，上述の，平成 21 年（2009 年）
からの出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書館協力委員会との間で
行われていた [著作権法第 31 条の範囲を超える図書館内での複写に関する懇談会] の進捗を
見ることとし，休止することになった。 
 
                                                  
14 http://www.jla.or.jp/portals/0/html/20130902.html 
15 https://www.jla.or.jp/portals/0/html/onyaku/index.html 
16 令和元年（2019 年）6 月 6 日現在。 
8　　　?????と???











 平成 27 年（2015 年）4 月: 出版者著作権管理機構の使用料規程18に「大学図書館における譲渡
を目的としない紙媒体複製」の節を新設 
平成 21 年（2009 年）から出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書











 平成 29 年（2017 年）7 月: 日本複製権センターと国公私立大学図書館協力委員会の [大学に
おける著作物利用に関する懇談会] を開始 
上述した平成 21 年（2009 年）からの出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私
立大学図書館協力委員会の [著作権法第 31 条の範囲を超える図書館内での複写に関する懇談
会] では実効性のある成果が上がらなかったが，文化庁が平成 27 年（2015 年）度と平成 28
年（2016 年）度とに拡大集中許諾制度19に関する調査を実施しており，この制度が導入されれ































さて，平成 30 年（2018 年）5 月 25 日に公布された「著作権法の一部を改正する法律（平成
30 年法律第 30 号）20」に，平成 29 年（2017 年）からの日本複製権センターと国公私立大学図
書館協力委員会の [大学における著作物の利用に関する懇談会] で話題としている「教育の情報








                                                  
20 http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_03.pdf 
21 令和元年（2019 年）6 月 6 日現在。なお，「公布の日から起算して 3 年を超えない範囲内にお
いて政令で定める日」と定められている。 
10　　　?????と???
応できる体制の構築などを図る必要があるだろう。 
?????と???　　　11
